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 経営戦略の策定にあたって 

公営企業の中長期的な経営の基本計画である経営戦略については、経営基盤強化と財政

マネジメントの柱と位置付けられるものであり、本町の農業集落排水事業（以下、「本事業」

といいます。）においては 2016（平成 28）年度に、計画期間を 2017（平成 29）年度から 2027

（令和 9）年度までの 10 年間とする経営戦略の策定を行っております。また、策定した経

営戦略に沿った取組等の状況を踏まえつつ、PDCA サイクルを通じて質を高めていくため、

３年から５年内の見直しを行うことが重要であり、「新経済・財政再生計画改革工程表 2021」

（令和 3 年 12 月 23 日経済財政諮問会議決定）においても経営戦略の見直し率を令和７年

度までに 100％とすることとされています。 

本事業においては、上記を踏まえ、本事業を財政的な見地から検証、分析、課題等の抽出

をし、安定的・継続的な事業運営を推進するための中長期的な経営の基本計画である経営戦

略の改定を行うものです。 

 

 高森町では、2019（令和元）年度に町の上位計画である「第 7次高森町振興総合計画「ま

ちづくりプラン」」を策定し、まちづくりの将来像「なりたい『あなた』にあえるまち」の

実現に向け様々な取り組みを行っています。 

2021（令和 3）年度には、当該水域に設定された水質環境基準を達成せしめるための下水

道整備の基本計画「天竜川流域別下水道整備総合計画（流総計画）」の見直しを行い、2035(令

和 17)年度までの計画を策定しています。 

 長野県及び各市町村における生活排水対策の取組みを支援した基本構想である「長野県

「水循環・資源循環のみち 2022」構想」は、2022(令和 4)年度に改定され、初回構想策定

時から概ね 50年 先までの将来見通しのもと、短期（令和 9年）、中期（令和 14年）、長期

（令和 34年）の目標年度を設定しています。 

 各種下水道計画のうち「高森町公共下水道全体計画」は 2023(令和 5)年度に見直しを行

い、目標年度を 2045(令和 27)年度としています。 

「高森町公共下水道事業計画」も、2023（令和 5）年度に見直しを行い、事業期間を 2029

（令和 11）年度までとしています。 

 経営戦略は、関連計画との整合性を図りながら作成するものであり、上位計画等との関係

は下図のとおりです。 
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図表1-1 経営戦略と上位計画等との関係      

 

 

経営戦略は中長期的な経営の基本計画である一方、農業集落排水事業については令和 10

年度中に公共下水道との接続・事業統合を完了させる予定であることから、計画期間を 2024

（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度までの 5年間とし、実効性のある経営戦略を策定

し、一層の経営基盤の強化等を図ります。 

ただし、事業の進捗や環境の変化等に応じて、「投資・財政計画」と実績が著しく現状と

かい離する場合には、随時見直していくものとします。 

 

農業集落排水事業は、1983(昭和 58)年度に農林水産省において、農業振興地域内の農村

集落を対象とした下水道処理事業として創設されました。 

当事業により農村集落のトイレや台所・お風呂から出る生活排水を集合処理することに

より、農業用排水の水質保全・機能保持及び農村集落の生活環境改善を図り、あわせて公共

用水域の水質保全に寄与し、生産性の高い農業の実現と活力ある農村社会の形成を図るも

のです。 

高森町の農業集落排水事業は 1992(平成 4)年度に事業着手、1995(平成 7)年度に新田地

第7次

振興総合計画

天竜川流域別

下水道整備総合計画

長野県「水循環・資

源循環のみち2022」

構想

整合　

経営改善策の実施

各種下水道計画（全体・事業計画等）

高森町下水道事業経営戦略（公共下水道事業、農業集落排水事業）
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区、1996(平成 8)年度に牛牧地区、1998(平成 10)年度に吉田地区、1999(平成 11)年度に上

平地区、2000(平成 12)年度に出原地区、2002(平成 14)年度に上市田地区で供用開始されて

います。 

なお、平成 28年度に公共下水道と農業集落排水の統廃合を検討し、令和 5年度末現在で

上市田地区（令和元年度）と吉田地区（令和 2年度）は統合を終え、残り 4処理区のうち令

和 6 年度より上平地区、令和 9 年度より牛牧地区、令和 10年度より出原地区、令和 11 年

度より新田地区がそれぞれ公共下水道に接続予定となっており、令和 11年度中に全ての処

理区を下水道区域に編入する予定としています。 

高森町農業集落排水施設の概要は次のとおりです。 

 

 

図表1-2 施設概要 

 

  

処 理 場 数 4処理区（上平、牛牧、出原、新田）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

平成28年度に公共下水道と農業集落排水の統廃合を検討し、令和5年度末現在で上市田地区（令和元年度）と吉田地
区（令和2年度）は統合を終え、残り4処理区のうち令和6年度より上平地区、令和9年度より牛牧地区、令和10年度より出
原地区、令和11年度より新田地区がそれぞれ公共下水道に接続予定。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣
通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理
区の統廃合を伴わない。）を指す。

法非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 29.8人 / ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 4処理区（上平、牛牧、出原、新田）

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成７年度
（28年目）

法適（全部適用・一部適 用）
非 適 の 区 分
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図表1-3 処理区域図 

(高森町下水道事業全体計画区域新旧対象図 (出典：高森町公共下水道全体計画)) 
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高森町下水道事業における下水道使用料体系は、公共下水道事業及び農業集落排水事業

とも同一の下水道使用料体系としており、供用開始から改定していません。 

また、下水道使用料体系は、主に次の考え方に基づき設定されています。 

【高森町：下水道使用料の考え方】 

 ・一般家庭用や業務用等で区別せず、一律の下水道使用料体系を採用 

 ・基本料金とは別に、使用水量別に単価を設定（従量使用料制） 

 ・使用水量が多いほど単価を高くする累進制を採用 

 

 次表に、高森町下水道事業における下水道使用料体系を示します。 

 

図表1-4 下水道使用料体系 

 

図表1-5 20㎥あたりの料金（消費税抜） 

 

  

3,812 円 4,171 円

3812 円 4,141 円

3812 円 4,172 円平成2年度 平成2年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和4年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和4年度

令和3年度 令和3年度
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高森町農業集落排水事業は、環境水道課：上下水道係が担当しています。 

上下水道係の事務分掌は次のとおりです。 

 

【事務分掌：上下水道係】 ※高森町組織規則より 

  環境水道課 

  上下水道係 

(ア)下水道に関する事項 

(イ)浄化槽に関する事項 

 

また、上下水道係の職員のうち、農業集落排水事業に従事している職員数は次表のとおり

です。 

 

図表1-6 下水道事業職員数（農業集落排水事業） 

      
 

  高森町農業集落排水事業における民間活力の活用状況は、下記のとおりです。 

包括的民間委託 

 ①処理施設、マンホールポンプ場：運転管理業務等を長野県下水道公社に委託 

 ②管渠施設：維持・修繕は事後対応にて実施 

 

処理施設及びマンホールポンプ場における運転管理業務の包括的民間委託の概要は次

表のとおりです。 

 

図表1-7 高森町農業集落排水施設における包括的民間委託の概要 

 

項目
損益勘定
所属職員

資本勘定
所属職員

合計

常勤職員 - - -

会計年度任用職員
(パートタイム)

2人 - 2人

合計 2人 - 2人

項目 概要 備考

委託期間
20ヶ年(H7～H26)：長野県土地改良事業団体連合

 9ヶ年(H27～)：長野県下水道公社

対象施設 処理施設、マンホールポンプ場

委託内容
・運転管理業務

・H27より統合一括管理方式による業務委託。
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2015(平成 27)年度から公共、農集ともに処理施設及びマンホールポンプの運転管理を

長野県下水道公社に委託することで管理の一元化を図っています。 

 下水道施設の運転管理は今後も長野県下水道公社に委託し、一元管理する方針ですが、

現在の契約状況は毎年度末に当年度にかかった直接経費及び修繕費を精算する契約とな

っているため、将来的には直接経費及び修繕費も委託料に含めた契約（性能発注による包

括的民間委託）も視野に入れています。 

 

指定管理者制度 

該当ありません。 

  

PPP・PFI 

該当ありません。 

 

エネルギー利用（下水熱・下水汚泥・発電等） 

   下水汚泥 

 ・各処理施設で発生する下水汚泥は、各処理場で濃縮後、し尿や浄化槽の汚泥ととも

に、広域連合の竜水園（飯田環境センター）にて処理・焼却され主に 土壌改良材として

利用されています。 

 ・エネルギー取組みの予定は現在のところありませんが、農業集落排水施設用地の一 

部を情報通信会社に貸し出しており、借地料収入があります。 

 

土地・施設等利用（未利用土地・施設の活用等） 

  該当ありません。 
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 現状分析 

人口推移 

高森町の行政区域内の人口は近年減少を続けており、2013（平成 25）年度の 13,527人

から 2022（令和 4）年度には 12,811人へと減少しています。 

2028 (令和 10)年度は 12,450人を予測し、今後も徐々に減少を続ける見通しとなって

います。 

2013（平成 25）年度からの人口推移をグラフにすると図表 2-1のとおりです。 

 

図表2-1 人口推移 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計、高森町公共下水道全体計画 

  

13,527 

12,811 
12,763 12,450 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

高森町の人口推移

人口（実数）

人口（推定）

（人）

（年度）

（確定人口） （単位:人）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

13,527 13,464 13,279 13,198 13,162 13,067 13,016 12,949 12,869 12,811

（推定人口） （単位:人）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

12,763 12,681 12,600 12,550 12,500 12,450 12,400 12,300 12,220 12,140
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普及率 

普及率は行政区域内人口のうち処理区域内人口の割合を表す指標です。 

農業集落排水を公共下水道に統合を進めており、2022（令和 4）年度までに 6地区のう

ち 2地区が統合済となっています。それにより普及率は 2018（平成 30）年度の 35.6％か

ら 2022（令和 4）年度には 22.8％と減少しています。類似団体平均と比較すると高い水

準です。 

 

図表2-2 普及率 

 

 
(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 

  

0

20

40

60

80

100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2018年度

(H30)

2019年度

(R1)

2020年度

(R2)

2021年度

(R3)

2022年度

(R4)

行政区域内人口 現在処理区域内人口 普及率
（人） （％）

（年度）

単位
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
令和3年度

類似団体（注）

行政区域内人口 人 13,067 13,016 12,949 12,869 12,811 -

現在処理区域内人口 人 4,652 3,668 2,963 2,932 2,920 -

普及率 ％ 35.6 28.2 22.9 22.8 22.8 3.7
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有収率 

有収率は、処理した汚水水量のうち使用料収入の対象となる有収水量の割合を示しま

す。有収率は直近では95.1％となっており、類似団体と比較するとやや高い水準となって

います。 

 

図表2-3 有収率 

 

 
(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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類似団体（注）
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％ 101.5 104.1 91.2 88.6 95.1 92.8
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処理区域内人口密度 

処理区域内人口密度は、処理区域面積における処理区域内人口の密度を表す指標です。 

処理区域内人口密度は 2018（平成 30）年度の 3,446人/㎢から、2022（令和 4）年度に

は 2,980人/㎢に減少しています。類似団体と比較すると高い水準にあります。 

 

図表2-4 処理区域内人口密度 

 

 
(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
令和3年度

類似団体（注）

人 4,652 3,668 2,963 2,932 2,920 -

k㎡ 1.35 1.13 0.98 0.98 0.98 -

人/k㎡ 3,446 3,246 3,023 2,992 2,980 1,268処理区域内人口密度

現在処理区域内人口

処理区域内面積
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収益的収支比率 

収益的収支比率は、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利

息等の費用をどの程度賄えているかを示す指標です。 

収益的収支比率は 2018（平成 30）年度の 67.9％から 2022（令和 4）年度には 72.8％に

向上していますが、類似団体と比較するとやや低い水準となっています。 

 

図表2-5 収益的収支比率 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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(H30)
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2022年度

(R4)
令和3年度

類似団体（注）

％ 67.9 68.3 66.9 69.8 72.8 79.5

千円 235,716 214,166 168,013 179,713 191,705 -

千円 130,896 119,904 76,074 75,314 79,334 -

千円 216,508 193,639 174,922 182,002 184,086 -
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総収益
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企業債残高対事業規模比率 

企業債残高対事業規模比率は、収入規模と見合った地方債残高であるかを示す指標で

あり、将来世代への負担が過度に高まらないように留意する必要があります。 

2022（令和 4）年度における企業債現在高の水準は、営業収益の約 22 倍と高い水準と

なっています。企業債残高は年々減少しているものの、類似団体平均より高い水準となっ

ています。 

 

図表2-6 企業債残高対事業規模比率 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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（年度）

単位
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
令和3年度

類似団体（注）

％ 512.9 495.9 524.6 498.2 441.3 385.3

千円 1,971,059 1,554,325 1,429,403 1,297,400 1,170,714 -

千円 1,576,847 1,243,460 1,143,522 1,037,920 936,571 -

千円 76,860 62,683 54,499 52,085 53,056 -
営業収益-受託工事収益
　　　　　　-雨水処理負担金

企業債残高対事業規模比率
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汚水処理原価及び経費回収比率 

汚水処理原価とは、有収水量 1㎥当たりの汚水処理に要した費用(汚水処理費)です。ま

た、経費回収率とは、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを示す指

標であり、使用料単価を汚水処理原価で除することにより算出されます。 

農業集落排水事業においては、汚水処理原価は 2018（平成 30）年度から 2022（令和 4）

年度にかけて 370.1 円/㎥から 422.6 円/㎥の間で推移しており類似団体より高い水準に

あります。 

この結果、経費回収率は 2018（平成 30）年度から 2022（令和 4）年度にかけて 49％か

ら 55.1％の間で推移しています。2022（令和 4）年度においては 52.5％であり、類似団

体平均と同程度の水準となっています。 

 

図表2-7 汚水処理原価及び経費回収率 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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施設利用率 

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施

設の利用状況や適正規模を判断する指標です。 

施設利用率は過去 5年間で比較すると横ばいで推移しており、2022（令和 4）年度には

49％となっており、類似団体平均と同程度の水準となっています。 

 

図表2-8 施設利用率 

 

 
(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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（㎥ / 日）

単位
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
令和3年度
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水洗化率 

水洗化率は、処理区域内人口のうち下水道に接続された水洗便所を設置している人口

の割合を示す指標です。 

水洗化率は過去5年間で比較すると横ばいで推移しており、2022（令和4）年度には

95.9％となっており、類似団体平均と比較すると高い水準にあります。 

 

図表2-9 水洗化率 

 

 
(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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管渠改善率 

管渠改善率は当年度に更新した管渠延長の割合を示す指標で、管渠の更新ペースや状

況を把握することができます。例えば当該指標が 2％の場合にはすべての管渠を更新する

のに 50年かかるペースであることになります。 

農業集落排水事業では現在管渠の更新を行っておらず、管渠改善率は 0％となっていま

す。 

 

図表2-10 管渠改善率 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

(注) 総務省 HP 経営指標算出元データ (令和 5年 8月データ)より 
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収益的収入 

直近 5年間の収益的収入の内訳及び構成比は次のとおりです。 

2022（令和 4）年度の収益的収入の主な内訳は、他会計繰入金 72.3％、料金収入 27.6％、

その他 0.1％となっています 

 

図表2-11 収益的収入の内訳及び構成比 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

 

  

(単位：千円）
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
総収益（収益的収入） 214,166 214,166 168,013 179,713 191,705

営業収益 62,683 62,683 54,499 52,085 53,056
料金収入 62,370 62,370 54,240 51,854 52,817
雨水処理負担金 - - - - -
その他 313 313 259 231 239

営業外収益 151,483 151,483 113,514 127,628 138,649
国庫補助金 - - - - -
他会計繰入金 151,483 151,483 113,514 127,628 138,649
その他 - - - - -

他会計繰入金
72.3%

料金収入
27.6%

その他
0.1%

【2022年度 収益的収入の構成】
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収益的支出 

直近 5年間の収益的支出の内訳及び構成比は次のとおりです。 

2022（令和 4）年度の総費用の主な内訳は、委託料 35.3％、支払利息 20.5％、動力費

18.3％、その他 15％、修繕費 6.8％、職員給与費 4.1％となっています。 

 

図表2-12 収益的支出の内訳及び構成比 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

 

  

(単位：千円）
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
総費用（収益的支出） 130,896 119,904 76,074 75,314 79,334

営業費用 84,795 85,546 51,807 55,072 63,082
流域下水道維持管理費負担金 - - - - -
委託料 24,499 30,866 24,936 20,155 27,991
修繕費 12,189 19,016 9,134 6,654 5,402
職員給与費 3,155 3,295 2,286 2,884 3,257
材料費 148 297 134 65 54
動力費 15,051 11,598 10,295 10,792 14,501
その他 29,753 20,474 5,022 14,522 11,877

営業外費用 46,101 34,358 24,267 20,242 16,252
支払利息 46,101 34,358 24,267 20,242 16,252
その他 - - - - -

委託料
35.3%

支払利息
20.5%

動力費
18.3%

その他
15.0%

修繕費
6.8%

職員給与費
4.1%

材料費
0.1%

【2022年度 収益的支出の構成】
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資本的収入 

直近 5年間の資本的収入の内訳及び構成比は次のとおりです。 

2022（令和 4）年度の資本的収入の主な内訳は地方債 65.7％、他会計補助金 27.7％、

工事負担金 6.6％となっています。 

 

図表2-13 資本的収入の内訳及び構成比 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

 

  

(単位：千円）
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
資本的収入 98,548 98,666 88,613 78,791 87,406

地方債(企業債) 50,000 51,900 50,000 50,000 57,400
国庫補助金 - - - - -
他会計補助金 44,454 43,519 36,565 23,850 24,245

都道府県補助金 - - - - -
工事負担金 4,094 3,247 2,048 4,941 5,761

地方債(企業債)
65.7%

他会計補助金
27.7%

工事負担金
6.6%

【2022年度 資本的収入の構成】
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資本的支出 

直近 5年間の資本的支出の内訳及び構成比は次のとおりです。 

2022（令和 4）年度の資本的支出の主な内訳は、地方債償還金 95.7％、建設改良費 4.3％

となっています。 

 

図表2-14 資本的支出の内訳及び構成比 

 

 

(出典) 高森町農業集落排水事業会計決算統計 

 

  

(単位：千円）
2018年度

(H30)
2019年度

(R1)
2020年度

(R2)
2021年度

(R3)
2022年度

(R4)
資本的支出 216,508 195,564 174,922 182,442 192,377

建設改良費 - 1,925 - 440 8,291
地方債償還金 216,508 193,639 174,922 182,002 184,086
他会計への繰出金 - - - - -

地方債償還金
95.7%

建設改良費
4.3%

【2022年度 資本的支出の構成】
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経営の健全化 

2016（平成 28）年度の経営比較分析で課題となっていた、企業債残高対事業規模比率

の一般会計繰入金の依存度に関しては、大幅な改善は見られませんが、2018（平成 30）

年度以降は毎年減少しています。 

経費回収率は 2016（平成 28）年度の経営比較分析時と比較し大きく下落し、同じ規模

の団体と比較しても低い状況です。100％を大きく下回っており、供給にかかるコストを

料金収入で賄えていない状況です。事業が赤字体質となる要因になるため、汚水処理経費

の削減箇所の点検や現在の料金水準が適正であるか精査する必要があります。 

その他の経営指標は 2016（平成 28）年度の経営比較分析時と比較し概ね良好な数値と

なっています。 

 

施設の老朽化 

現在は 4 地区とも法定耐用年数を超える管渠はありませんが、最も初期の新田地区に

ついては、供用開始後 27年経過しており、管渠の耐用年数からして半分程度老朽化が進

行している状況です。更新には高額の資金需要が発生するため、負担を分散するためにも

長期的な計画を策定し、更新を進めていく必要があります。 
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 将来の事業環境 

処理区域内人口は下記の算式で推計を行っています。 

 行政区域内人口 × 普及率 ＝ 処理区域内人口 

行政区域内人口は高森町第 7 次振興総合計画による人口推計を用いています。 

2024（令和 6）年度以降は公共下水道への段階的な統合計画に基づき、行政区域内人口の

減少率を反映することにより算定しています。 

 

推定結果 

2018（平成 30）年度から 2020（令和 2）年度にかけて行政区域内人口の減少に伴い処理

区域内人口が 4割程度減少しています。計画最終年度の 2028（令和 10）年度には新田地区

の 353人となることが見込まれます。 

 

図表3-1 処理区域内人口予測 
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水洗化人口 

水洗化人口は下記の算式で推計を行っています。 

処理区域内人口 × 水洗化率 ＝ 水洗化人口 

処理区域内人口と同様に、2024（令和 6）年度以降は公共下水道への段階的な統合計画

に基づき、水洗化人口を順次減少させています。 

 

一人当たり有収水量 

一人当たり有収水量はほぼ一定で推移しているため、過去 3 年間の平均値である年間

90㎥/人が継続するものとして推計しています。 

 

有収水量の予測 

有収水量は下記の算式で推計を行っています。 

水洗化人口 × 一人当たり有収水量 ＝ 有収水量 

有収水量は 2018（平成 30）年度以降は行政区域内人口の減少に伴って減少する見込み

で、計画最終年度の 2028（令和 10）年度には新田地区分の 30,420㎥となることが見込ま

れます。 

 

図表3-2 有収水量の予測 
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使用料単価 

使用料収入は下記の算式で推計を行っています。 

 水洗化人口 × 一人当たり使用料 ＝ 使用料収入 

使用料単価は過去 3 年間の平均値である 208.07 円/㎥を維持していくことを見込んで

推計を行っています。 

 

推定結果 

有収水量の推移に伴い 2022（令和 4）年度以降、計画最終年度の 2028（令和 10）年度

まで段階的に減少していきます。 

更に、2018（平成 30）年度以降は公共下水道への統合による有収水量の減少に伴い、

将来における使用料収入は 2023（令和 5）年度の 50,450千円から 2028（令和 10）年度に

は 6,330千円まで減少することが見込まれます。 

 

 

図表3-3 使用料収入の見通し 
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管路施設は最も古い新田地区で供用から 30年が経過しています。計画期間内で更新の予

定はなく、公共下水道への統合後に引き継がれます。 

管路施設以外の設備に関しては、公共下水道への統合により廃止とする予定であり、計画

期間内での投資計画はありません。 

 

下水道事業を担当する組織は設立当初から環境水道課であり、農業集落排水事業にお

いては会計年度任用職員 2名で担当しています。 

農業集落排水事業は整備が完了しており、当面は現在の体制を継続する予定です。 
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 経営の基本方針 

本町農業集落排水事業における、経営の基本方針は下記のとおりです。 

 

(1) 経営基盤の強化 

農業集落排水事業を持続的かつ安定的に経営していくため、収入・支出の両面から経営

健全化に取り組むこととし、経費の節減を図るとともに、下水道使用料の適正化を図りま

す。 

 

(2) 運転管理の一元化 

効率的な運転管理のため、2015（平成 27）年度から公共下水道と農業集落排水事業の

運転管理委託を長野県下水道公社に一元化しています。 

 

(3) 公共下水道への編入 

経済性検討の結果、現在の 6地区の農業集落排水施設を継続するよりも、6地区すべ

てを、公共下水道へ接続して集約化することが経済的と判断されたため、農業集落排水

施設は 2024（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度を移行期間として、順次、公共下

水道への編入を実施します。また、施設跡地は防災倉庫などに活用します。  
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 投資・財政計画(収支計画) 

長期投資試算結果 

「第 3章 将来の事業環境」に記載のとおり、計画期間内での投資計画はありません。 

 

取組事項 

①管渠、処理場等の建設、更新に関する事項 

管路施設は公共下水道へ統合後に引き継がれ、管路施設以外の設備に関しては、公共

下水道への統合により廃止となる為、更新はありません。 

 

②広域化・共同化・最適化に関する事項 

2024（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度を移行期間として、順次、公共下水道

への編入を実施します。 

 

③投資の平準化に関する事項 

計画期間内において該当する取組事項はありません。 

 

④民間の活力の活用に関する事項(PPP/PFIなど) 

計画期間内において該当する取組事項はありません。 

 

⑤防災・安全対策に関する事項 

農業集落排水の処理場は公共下水道へ統合し廃止となるので耐震化は実施しません。 

 

⑥その他の取組事項 

計画期間内において該当する取組事項はありません。 
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建設改良費等の推計 

①更新 

計画期間内に耐用年数が到来する管路施設はなく、管路施設以外の設備に関しては

公共下水道への統合により廃止となる為、更新はありません。 

なお、動力費及び修繕費について計画期間中の発生を見込んでおり、物価高騰の影響

を受けていることから、国土交通省「建設工事デフレータ（下水道部門）」に基づき 2015

（平成 27）年度から 2022（令和 4）年度までの平均物価上昇率（年間 2.5％の上昇）が

今後も続くものと見込んでいます。 

 

図表5-1 建設改良費の推移 

 

 

 

元利償還金の推計 

①既発債 

償還予定表に基づき、各年の所要額を積み上げることにより算出しています。 

 

②新発債 

地方債の新規発行は計画しておりません。 

 

図表5-2 元利償還金の推移 

 
 

 

  

(単位：千円)

2024年度
(R6)

2025年度
(R7)

2026年度
(R8)

2027年度
(R9)

2028年度
(R10)

建設改良費（千円） 0 0 0 0 0
　うち管渠施設（千円） 0 0 0 0 0
　うち汚水処理施設（千円） 0 0 0 0 0

（単位：千円）

2024年度
(R6)

2025年度
(R7)

2026年度
(R8)

2027年度
(R9)

2028年度
(R10)

発行済企業債（元金） 50,207 51,470 23,011 9,389 1,061
発行済企業債（利息） 4,348 3,085 1,989 146 36
新規発行企業債（元金） 0 0 0 0 0
新規発行企業債（利息） 0 0 0 0 0
償還金合計 54,555 54,555 25,000 9,536 1,097
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財源の目標 

①収益的収支比率 

収益的収支比率は 100％に近づけることを目標とします。 

 

②経費回収率 

経費回収率は現在 50％前後と低い水準にありますが、公共下水道への統合により、

施設集約による汚水処理原価の低減・施設の有効活用を図り改善に取り組みます。 

 

料金収入の推計 

第 3章将来の事業環境に記載のとおり、公共下水道への統合により、農業集落排水事業

としては段階的に減少する見込みです。 

 

繰入金の推計 

2023（令和 5）年度から 2024（令和 6）年度は、適切な資金残高を確保するために必

要な額の繰入を行い、その後は総務省「繰出基準」に基づく繰入金（分流式下水道に要

する経費、高資本費対策経費及び下水道事業債（臨時措置分）に係る元利償還金）のほ

か、年間収支不足を賄うために必要な額を基準外繰入金とすることにより、年間合計 17

百万円から 81百万円の繰入を見込んでいます。 

 

地方債発行額の推計 

地方債の新規発行は計画しておりません。 

 

資産の有効活用に関する事項 

現時点では採算性が低いため予定していませんが、同規模団体等での実施事例等を踏

まえ、採算性のある資源活用方法を継続的に調査していきます。 

 

その他の財源に関する事項 

  今のところ予定していませんが、国の動向や他都市の状況を注視し、必要に応じて検討

を進めていきます。 
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民間の活力の活用に関する事項 

包括的民間委託の適用・拡大・一体化について今後検討していきます。 

 

経常経費 

①職員給与費 

経費削減等に関して、業務量の分散化・平準化による職員給与費の増加抑制について

今後検討していきます。 

 

②動力費 

処理施設、マンホールポンプの動力費は、2015(平成 27)年度より包括民間委託に含

めており、今後も継続していきます。 

 

③薬品費 

処理施設で使用している薬品費は、2015(平成 27)年度より包括民間委託に含めてお

り、今後も継続していきます。 

 

④修繕費 

処理施設の修繕費は、2015(平成 27)年度より包括民間委託に含めており、今後も継

続していきます。 

 

⑤委託費 

汚泥処分費の低減、管渠の計画的な調査・点検について今後検討していきます。 

 

⑥その他 

今のところ予定していませんが、国の動向や他都市の状況を注視し、必要に応じて検

討を進めていきます。 

 

支払利息 

①既発分 

償還予定表に基づき、各年の所要額を積み上げることにより算出しています。 

 

②新発分 

地方債の新規発行は計画しておりません。 
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今後の投資についての考え方・検討状況 

①広域化・共同化・最適化に関する事項 

2024（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度を移行期間として、農業集落排水地区

すべてを下水道接続します。 

公共下水道事業との統廃合により、連携協約や協議会制度を活用した事務の共同処

理等、事務の委託・代替執行の制度を活用した事務の効率化を図ります。 

 

②投資の平準化に関する事項 

   計画期間中の投資計画はありません。 

 

③民間活力の活用に関する事項(PPP/PFIなど) 

広域化・共同化と併せて PPP/PFIの活用を今後検討していきます。 

 

④その他の取組 

今のところ予定していませんが、国の動向や他都市の状況を注視し、必要に応じて検

討を進めていきます。 

 

今後の財源についての考え方・検討状況 

①使用料の見直しに関する事項 

2024（令和 6）年度中に「高森町水道及び下水道料金審議会」において、使用料水準

の見直しの必要性について議論を行う予定です。 

 

②資産活用による収入増加の取組 

現時点では採算性が低いため予定していませんが、同規模都市等での実施事例等を

踏まえ、採算性のある資源活用方法を継続的に調査していきます。 

 

③その他の取組 

今のところ予定していませんが、国の動向や他都市の状況を注視し、必要に応じて検

討を進めていきます。 

 

投資以外の経費についての考え方・検討状況 

①民間活力の活用に関する事項 

包括的民間委託の適用・拡大・一体化について今後検討していきます。 
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②職員給与費 

経費削減等に関して、業務量の分散化・平準化による職員給与費の増加抑制について

今後検討していきます。 

 

③動力費 

処理施設、マンホールポンプの動力費は、2015(平成 27)年度より包括民間委託に含

めており、今後も継続していきます。 

 

④薬品費 

処理施設で使用している薬品費は、2015(平成 27)年度より包括民間委託に含めてお

り、今後も継続していきます。 

 

⑤修繕費 

処理施設の修繕費は、2015(平成 27)年度より包括民間委託に含めており、今後も継

続していきます。 

 

⑥委託費 

汚泥処分費の低減、管渠の計画的な調査・点検について今後検討していきます。 

 

⑦その他の取組 

今のところ予定していませんが、国の動向や他都市の状況を注視し、必要に応じて検

討を進めていきます。 
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以下、農業集落排水事業の 2024(令和 6)年度から 2028(令和 10)年度における投資・財政

計画の策定結果について説明します。 

 

収益的収支 

営業収益は主に使用料収入から構成され、段階的な公共下水道への統合を踏まえ、営業

収益の総額は 2024(令和 6)年度の 33,768 千円から 2028(令和 10)年度には 6,348 千円ま

で減少する見込みです。 

営業外収益は主に他会計繰入金により構成されており、計画期間において 58,555千円

から 16,524千円に減少する見込みです。 

営業費用は計画期間において 58,554千円から 21,942千円に減少する見込みです。 

営業外費用は主に支払利息の減少によって計画期間において 4,884千円から 36千円に

減少する見込みです。 

これらにより、収益的収支差引は 2024(令和 6)年度の 28,885 千円から 2028(令和 10)

年度には 894千円に減少する見込みです。 

 

資本的収支 

資本的収入は全額他会計繰入金であり、計画期間中、合計 21,253千円を見込んでいま

す。 

資本的支出は全額地方債償還金であり、計画期間中、合計135,139千円を見込んでいま

す。 

 

この結果、計画期間中においては、実質収支は0円となることを見込んでいます。 
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図表5-3 投資・財政計画(収支計画) 

 

  

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 2022年度 2023年度

区 分 （決算） （予算）

1 (A) 191,705 218,593 92,323 103,339 80,398 37,133 22,872

（１） (B) 53,056 50,483 33,768 30,205 30,037 10,898 6,348

ア 52,817 50,450 33,750 30,187 30,019 10,880 6,330

イ (C) 0 0 0 0 0 0 0

ウ 239 33 18 18 18 18 18

（２） 138,649 168,110 58,555 73,134 50,361 26,235 16,524

ア 138,649 168,083 58,554 73,133 50,360 26,234 16,523

イ 0 27 1 1 1 1 1

２ (D) 79,334 135,119 63,438 61,796 61,006 29,221 21,978

（１） 63,082 122,311 58,554 58,711 59,017 29,075 21,942

ア 3,257 5,130 700 700 700 700 700

0 0 0 0 0 0 0

イ 59,825 117,181 57,854 58,011 58,317 28,375 21,242

（２） 16,252 12,808 4,884 3,085 1,989 146 36

ア 16,252 12,808 4,884 3,085 1,989 146 36

0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0

３ (E) 112,371 83,474 28,885 41,543 19,392 7,912 894

1 (F) 87,406 77,827 7,896 8,094 3,619 1,477 167

（１） 57,400 50,000 0 0 0 0 0

50,000 50,000 0 0 0 0 0

（２） 24,245 27,827 7,896 8,094 3,619 1,477 167

（３） 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0

（６） 0 0 0 0 0 0 0

（７） 5,761 0 0 0 0 0 0

２ (G) 192,377 176,947 50,208 51,470 23,011 9,389 1,061

（１） 8,291 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

（２） (H) 184,086 176,947 50,208 51,470 23,011 9,389 1,061

（３） 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0

３ (I) △ 104,971 △ 99,120 △ 42,312 △ 43,376 △ 19,392 △ 7,912 △ 894

(J) 7,400 △ 15,646 △ 13,427 △ 1,833 0 0 0

(K) 0 0 0 0 0 0 0

(L) 23,506 30,906 15,260 1,833 0 0 0

(M) 0 0 0 0 0 0 0

(N) 30,906 15,260 1,833 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0

(P) 30,906 15,260 1,833 0 0 0 0

(Q) 0 0 0 0 0 0 0

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 53,056 50,483 33,768 30,205 30,037 10,898 6,348

0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0

(U) 0 0 0 0 0 0 0

(V) 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

(W) 0 0 0 0 0 0 0

(X) 1,170,714 993,766 153,652 102,182 79,171 4,221 3,160地 方 債 残 高

健全化法施行令第16 条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６ 条に 規定 する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17 条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に より 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

0

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

0 0 0 0

99

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

73 70 81 91 96 96

0 0

0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

0 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度 から の繰 越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

2024年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

2025年度 2026年度 2027年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

2028年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他
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○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

138,649 168,083 58,554 73,133 50,360 26,234 16,523

138,649 168,083 58,554 46,461 21,381 8,058 930

0 0 0 26,672 28,979 18,176 15,593

24,245 27,827 7,896 8,094 3,619 1,477 167

24,245 27,827 7,896 8,094 3,619 1,477 167

0 0 0 0 0 0 0

162,894 195,910 66,450 81,227 53,979 27,711 16,690

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2027年度 2028年度

収 益 的 収 支 分

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
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 経営戦略策定後の検証・更新 

経営戦略は策定して終わりではなく、PDCAサイクル(計画 PLAN – 実行 DO – 検証 CHECK 

– 改善 ACTION)により、継続的な進捗管理を行い、常に経営改善や計画の見直し等に反映さ

せていくことが必要です。 

進捗管理は、毎年度末において目標や計画の達成状況について、投資・財政計画と実績の

かい離や原因に対する分析を定期的・定量的に検証・評価し、実施手法の改善や計画の見直

しを行い、実行するという PDCAサイクルの一連の流れにより行っていくものとします。 

また、計画のローリング(定期的な見直し)については、少なくとも 5年おきに経営実態や

その時点における経営環境に照らし合わせて、投資・財政計画の見直しを行っていきます。

さらに、適宜経営戦略における目標や施策、計画数値、実施体制等についての変更も検討し

ていきます。 
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(参考資料) 

1. 経営の健全性･効率性の指標 

(1) 普及率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

普及率(％) 

 

現在処理区域内人口      

                  ×100 

    行政区域内人口 

 
 

【指標の意味】 

 当該年度決算に基づく、行政区域内人口に対する現在処理区域内人口の割合を示
す指標です。 
 

【分析の考え方】 

従前から用いられてきた指標で、長期にわたるデータの蓄積があり、経年変化を
追跡するうえで重要な指標です。他に汚水処理事業がある場合には、最終目標は
100%ならないため、経年的な推移や、目標値との対比により評価します。 
また、値が低く、伸びが見られないときは、低コストの下水道整備手法を活用した
未普及の解消を推進することを検討する必要があります。 

 
 

(2) 有収率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

有収率(％) 

 

年間有収水量      

                  ×100 

    年間汚水処理水量 

 
 

【指標の意味】 

 処理した汚水処理水量のうち、使用料収入の対象となる有収水量の割合を示す指
標です。これにより、汚水処理がどの程度収益につながっているか把握することが
できます。 
 

【分析の考え方】 

 100%に近ければ近いほど不明水等の発生を抑制し、効率的に汚水処理が収益に反
映されていると言えます。 

  



 

(参考資料) 
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(3) 処理区域内人口密度(人/㎢)  

【算出式】 

 
 算出式 

処理区域内人口密度(人/㎢) 

 

現在処理区域内人口      

                  ×100 

現在処理区域面積 

 
 

【指標の意味】 

 処理区域面積 100㎢ あたりの処理区域内人口を示す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 一般的に、処理区域内人口密度が高いほど、汚水処理原価(有収水量 1㎥当たりの
汚水処理に要した費用)は低くなる傾向があります。この指標は、当該団体の立地に
よる経営効率を判断することができます。 
 
 

(4) 資金不足比率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

資金不足比率(％) 

 
繰上充用額+支払繰延額・事業繰越額+ 

経費充当地方債残高-解消可能資金不足額 

                    ×100 

営業収益 – 受託工事収益 

 
 

【指標の意味】 

 資金不足比率は、資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較し
て指標化し、経営状態の悪化の度合いを表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 資金不足比率は、100％に近いほど経営状態が良好であることが判断できます。逆
に 100％未満であるほど、経営状態が悪化していることが判断できるため、経営改善
に向けた取組が必要です。 
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(5) 収益的収支比率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

収益的収支比率(％) 

 

総収益 

                     ×100 

      総費用+地方債償還金 

 
 

【指標の意味】 

 法非適用企業に用いる収益的収支比率は、給水収益や一般会計からの繰入金等の
総収益で、総費用に地方債償還金を加えた額をどの程度賄えているかを表す指標で
す。 
 

【分析の考え方】 

 単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要です。数
値が 100%未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善
に向けた取組が必要です。 
 

 

(6) 企業債残高対事業規模比率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

企業債残高対事業規模比率(％) 

 
地方債現在高合計 - 一般会計負担額 

                   ×100 

営業収益 - 受託工事収益 – 雨水処理負担金 

 
 

【指標の意味】 

 使用料収入に対する地方債残高の割合で、地方債残高の規模を表す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。 
 
 

  



 

(参考資料) 

41 

 

(7) 汚水処理原価(円) 

【算出式】 

 
 算出式 

汚水処理原価(円) 

 
汚水処理費(公費負担分を除く) 

                    

年間有収水量 

 
 

【指標の意味】 

 有収水量 1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、資本費･維持管理費の両方を
含めた汚水処理にかかるコストを示す指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないため、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置か
れている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断します。必要に応
じて、投資の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による有収水量を増加させ
る取組といった経営改善が必要です。 
 
 

(8) 経費回収率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

経費回収率(％) 

 
     下水道使用料         

                  ×100 

 汚水処理費(公費負担分を除く) 

 
 

【指標の意味】 

 料金で回収すべき経費を、どの程度料金で賄えているかを示す指標であり、料金
水準等を評価することが可能です。 
 

【分析の考え方】 

 使用料で回収すべき経費をすべて使用料で賄えている状況を示す 100％以上である
ことが必要です。数値が 100％を下回っている場合、汚水処理にかかる費用が使用料
以外の収入により賄われていることを意味するので、適正な使用料収入の確保及び
汚水処理費の削減が必要です。 
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(9) 施設利用率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

施設利用率(％) 

 

晴天時一日平均処理水量      

                  ×100 

    晴天時現在処理能力 

 
 

【指標の意味】 

 施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均配水量の割合であ
り、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。 
 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であることが望まれます。
類似団体より数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないかといった分析が必要
です。事業の性質上、季節によって需要に変動があり得るため、最大稼働率、負荷
率をあわせて判断することにより、適切な施設規模を把握する必要があります。 

 

 

(10) 水洗化率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

水洗化率(％) 

 
現在水洗便所設置済人口 

                 ×100            

現在処理区域内人口 

 
 

【指標の意味】 

 現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の
割合を示す指標です。 

 

【分析の考え方】 

 公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から 100％となっていること
が望ましいです。一般的に数値が 100％未満の場合には、汚水処理が適切に行われて
おらず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入を図る
ため水洗化率向上の取組が必要です。 
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2. 老朽化の指標 

(1) 管渠改善率(％) 

【算出式】 

 
 算出式 

管渠改善率(％) 

  
当該年度に更新した管渠延長 

                   ×100 

管渠延長 

 
 

【指標の意味】 

 当該年度に更新した管渠延長の割合を表す指標で、管渠の更新ペースや状況を把
握できます。 

 

【分析の考え方】 

明確な数値基準はありませんが、数値が 1％の場合、すべての管渠を更新するのに
100年かかる更新ペースであることがわかります。経年比較や類似団体との比較によ
り、自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを判断
します。 
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